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　賃金ひいては価格は景気後退局面で何故迅速に低下しないのか。換言するなら、価格の動きが特
に下方に、「粘着的」（sticky）或るいは「硬直的」（rigid）でさえあるのは何故か。更に、企業の同
局面での対応が賃金を始めとする価格よりも雇用や産出といった実質面で多く見受けられるのは何
故か。こうした疑問に一つの回答を与えること、それが本稿の課題である。
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　　語
　1980年代初期の経済環境は未だ記憶に新しい。1930年代の大恐慌との対比から「大スタグフレー
ション」（The　Great　Stagflation）とも評された70年代1）。この不愉快な時代を終焉させるべく、多
くの国は貨幣供給の抑制という古典的処方を試みた。その結果、インフレは、例えば米国において
1980年の13．5％から86年の1．9％へと低下した2）。しかし、我々はこの間、物価の低下がいかに緩慢
であったか、そして、この物価の低下を「買う」ためやむなく支払った実質面での代償がいかに大
きかったか、ということを思い知らされた。
　では、物価が迅速に反応しなかったのは何故か。勿論、幾つもの回答が提示された。フリードマ
ン（M．Friedman）の「自然失業率仮説」もその一つだ3）。彼の主張に従うなら、物価動向に対する
人々の期待の緩慢な修正が賃金ひいては物価の低下を遅らせたことになる。その他では、賃金や雇
用契約、価格メカニズムが随所で寸断されている点、或るいは政策担当者への信頼性の欠如等々が
分析の対象となった4》。しかし、本稿では、冒頭の設問に新たな角度から答えてみたい。故オーカン
（A．M．　Okun）やサロップ（S．　C．　Salop）が牽引してきた「通行料」（Toll）モデルがこの任を負
うが、このモデルは労使間に紛れもなく実在するある種の利害関係に着目したものである5）。
　では、この聞き慣れない通行料モデルとは何か。この点を明らかにするには、昨年の本大学院紀
要で発表した「探索失業理論」或るいは「職捜し失業理論」（ASearch　Theory　of　Unemployment）
への理解が不可欠だ6》。そこで本稿では、1で現実の労働市場を考察した後、IIで以前とは異なる探
索理論を展開する。通行料モデルはmで提示されるが、そこには、冒頭の設問への新たな回答が用
意されている。
　まずは、現実の労働市場に理論的接近を試みる。
1　現実の労働市場への理論的接近
　現実の労働市場とはいかなる普遍性を具備しているのか。ここでは、雇用、失業、求人に焦点を
紋り、話を展開する。
　図1は労働市場に対する認識の理論的発展過程を（a），（b），（c）と3段階に要約している。各図は発
展段階に沿い、失業も求人も全く存在しない世界（a）、どちらか一方が存在する世界（b）、双方が併存
する世界（c）を表わす。では、順に検討してみよう7）。
　まず（a）の事例では、名目賃金Wは無限に伸縮的だ。この古典的市場は常に労働需給を一致させ均
衡を達成する。その結果、失業も求人も存在せず、雇用は常に点E水準に等しくなる。
　（b）はWが硬直的な事例だ。この世界での「観念的」（notional）均衡は（a）に等しいが、「有効的」
（effective）均衡は、　Wが調整され得ず、労働需給の少ない側で決定される。従って雇用水準はEE
線に等しい。この世界での留意点は、賃金がWEを上回る時、失業は発生するが求人は無となること、
逆に、賃金がWEを下回る時には、失業は皆無で求人のみが発生することである。
　では、このような世界が果たして実在するのか。答えは否だ。現実の経済では、完全雇用が達成
されていようと、失業は常に存在する。我々が自由な市場を謳歌する限り、失業の根絶は不可能と
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図1　労働市場での理論的発展
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言える。同様に、求人が現実経済から完全に無くなることも有り得ない。あの大恐慌の最中でさえ、
多くの労働者が新しい職に就いていたとの指摘がある8）。このことは勿論、求人の存在を裏付けてい
る。
　（c）では以上の現実が加味されている9》。この最も現実的労働市場では、雇用線EEが需給曲線の内
側に位置するため、失業と求人は常に併存する。賃金が例えばVVEを上回る時、雇用水準はU（，E、
失業はSNDNの差、そして求人はEEとDNの差に等しい。つまり、賃金がWEを上回ろうとも、（b）
と異なり、求人が存在する。反対に、賃金がWEを下回る時、　D矯SNの差は求人、そして雇用線EE
とSNの差は失業となる。失業の存在が、賃金がVVEを下回ろうとも、認められるのだ。では賃金が
既の時はどうか。失業と求人は共にSNDNの交点とEE線との差に等しくなり、双方は等号で結ば
れる。有効的完全雇用の達成である。尚、（c）での一つの問題点は、雇用線EEの形状が未だ一般的
合意を得ていない点にある。しかし現実の雇用線が需給曲線の内側にあることは明白だ。つまり、
失業と求人は常に併存する。勿論、双方とも景気に大きく依存する。しかし、失業は景気がたとえ
ピークであろうとゼロにはなり得ず、求人も、経済が景気の谷にあろうと、ゼロにはなり得ない。
これが現実だ。
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　失業と求人はいついかなる時にも併存する。このことこそ、労働市場で観察される一つの普遍性
に他ならない。では、それは何故か。この問いに果敢に挑んだのが探索理論である。そして、そこ
では、完全情報が否定されたもと、労働者の職捜しと企業の求人・採用の仕方に焦点が当てられて
いる。次に詳しく検討してみよう。
II　「探索失業理論」
　失業と求人は常に併存する。この現実こそ我々の分析の出発点だ。以下、この現実に特に失業面
から接近する。
　失業は何故常に存在するのか。ダービー（M．R．　Darby）は失業を労働のみならず全ての生産要
素に拡張し、次のように述べている。「失業はすべての経済資源が共通に経験するものである。資源
所有者がその資源の雇用先から得られる最高の付け値を得ようとするとき、失業が発生する。特定
の個人あるいは機械にはより良い雇用機会を探し求める期間が必要なのはほぼ普遍的現象といって
よい。そうなるのは……情報が必要だからである。この情報を入手するには費用がかかる。それを
効率的に入手するには、持ち主が潜在的雇い主に会い、その資源を使う気があるかどうか、そして
いくら支払うかを探る間、その資源を遊休状態に置かざるをえないことが多い」「°）。
　探索理論とはまさに、こうした失業概念を理論化したものである。
　1．単純モデル
　それでは以下、探索理論を展開する。尚、本稿では、昨年の本大学院紀要とは異なった、より単
純なモデルを用いる11）。初めに6つの仮定を明示しよう。
　1）労働市場には、新古典派の言う「競売人」は存在しないが、新古典派的競争均衡の成立に必
　　　要な全ての特徴が備わっている。すなわち、独立に行動する多数で「同質」な未組織労働者
　　　と多数かつほぼ同規模で相対的に小規模な企業が存在する。同質とはここで、各労働者が同
　　　じ技能水準や生産性を持ち、かつ同じ業務を遂行するとの意味だ12）。また、仕事の快適さや社
　　　会的地位といった全ての非金銭的面でも、あらゆる仕事は等しい。
　2）競売人排除のもと、企業と労働者は双務的取引を行なう。求職者がまず個別企業を訪問し、
　　　企業はその求職者にゼロ或るいは正値の賃金を提示する。この時、求職者が提示を受諾する
　　　と、彼は翌日から雇用される。逆に提示を拒否するなら、この求職者は、翌日も他の企業を
　　　訪ねるか或るいは労働力から退出するか、選択せねばならない。
　3）求職者は1日1企業しか訪問出来ない。つまり、求職者は各訪問を「常勤」（fu11・time）で行
　　　ない、訪問日の賃金か余暇を犠牲にする13）。
　4）各企業は雇用のため何も支出しない。つまり、求人広告等は無視される。
　5）i探索或るいは職捜しは全企業からの無作為抽出とする。これは、求職者が個々の企業での求
　　　人の有無や提示額については何も把握していないからだ14｝。
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　6）しかし、労働市場全体での提示賃金の分布に関しては、求職者は正確な情報を把握している。
　　　つまり、各求職者が52枚のトランプを所持しカードを1枚ずつ引いていく状況だ。皆、エー
　　　スを引く確率が1／13と知っている。しかし、どのカードがエースかは判らない15）。
では、以上の仮定のもと、ある求職者がある企業から1日40ドルの雇用機会を提示されたとしよ
う。尚、彼は図2のような提示賃金分布を抱いている16）。この時、この求職者の選択肢は、彼が余暇
　　　　　　　　　　　　　　　　　図2　提示賃金分布
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より労働を選好し続ける限り、提示を受諾し翌日から働き始めるか或るいは提示を拒否し翌日他の
企業を訪問するかの二者択一となる。どのような判断が下されるのか。
　まず、この求職者が提示を拒否した場合の限界費用（MC）と限界収益の期待値〔E（MR）〕を考
えよう。MCは翌日の賃金40ドルに等しい17）。一方、　E（MR）は、彼が翌日より高額な提示に巡り
合った場合の賃金所得フローの増加分に当る18）。翌日の提示が40ドルを上回る確率（π）は025で、
彼はこのことを知っている19）。また、40ドルを上回る全提示の平均或るいは期待値が41．77ドルで、
これが1日当り1．77ドル（＝41。77－40）の賃金プレミアム（X）をもたらすことも既知だ2°）。残る
問題は、Xに何日分の価値があるかという時間的視野（h）である。　hとは、換言するなら、　Xで表
わされるプレミアムがどの位長く継続するか、或るいはこの求職者が何日働きたいのかといった尺
度に相当する21）。つまり、この求職者が40ドルという提示を拒否した場合のE（MR）は、次のよう
に表わされる22）。
　　　E（M1～）＝（π）×（x）x㈲
従って、この求職者が仮に100日或るいは50日のhを抱くなら、（1）式は順に
　　　h＝100，　E（ノlfR）＝o．25×1．77×100＝44．25ドノレ
　　　h＝50，E（MR）＝025×1．77×50ニ22．125ドノレ
となる。
……… i1）
　では、どのような決定が下されるのか。それは、40ドルの提示を拒否した場合のMC、つまり1
日当り40ドルという賃金WがE（MR）を下回る時は提示を拒否し、逆の場合は受諾するという決
定に他ならない。
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　　　MC＝VV＞〈E（MR）＝（π）×（X）×（h）
　　　　　　上から拒否、受諾　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　………（2）
そして、この求職者は（2）式の等しくなる水準に最低受諾賃金（W“）を設定する。
　　　W“＝（π）×（X）×（h）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　………（3）
従って、この求職者は40ドルの提示に対し
　　　40＝（0．25）×（1，77）×（h）
　　　　　．°．　h≒90．4
から、hが90．4日を越える場合は拒否、90．4日以下の場合は受諾との決定を下すのである。
　以上の探索の世界では、求職者がW’を高く設定する程、失業期間は長期に及ぶ。企業訪問が一
日一企業に限定されているもと、W°が40ドルの場合の平均失業期間は4日（ニ1÷0．25）だが、　W康
がより高水準なら失業はπの低下からより長期に及ぶ。また、hが大きい程、　E（MR）従ってそれ
に対応するW事も高まる。その結果、失業期間はやはり長期化する。
　尚、この世界では、就業中の労働者にとっても提示賃金の分布は既知と仮定される。従って、就
業中の労働者の賃金が他へ移った場合の期待賃金を下回るなら、転職は価値ある選択となる。つま
り、就業中の労働者が辞職するか否かの決定と、同じhを持つ求職者の決定とは何ら差違がないこ
とになる。
　次に、企業がいかに提示賃金を決定するのかを考える。仮定は以下の3つである。
　1）hを所与とすると、ある企業に就業中の労働者の「辞職しない率」或るいは「定着率」とその
　　　企業への応募者の受諾率は共に同じ比率αで表わされる。
　2）各企業への応募者数は外生的に決まる。
　3）ある企業にとってのα値は、他企業の賃金一定のもと、その企業の賃金の増加関数となる。
　ここで、各企業にとっての労働供給を定義する。それは、労働サービスを提供し続ける就業者と
提示を受諾し新規採用される応募者の合計である。すると、各企業への例えば今日の労働供給（N，）
は次式で表される。
　　　」へ1，＝α（No十A）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・・…　。（4）
　　　　　讐，畿・〉い一∫（w），轟・・
　　　　　N。：昨日の労働供給
　　　　　A：上式では昨日の応募者数を意味するが、仮定より一定
　（4）式において、ある賃金Wとそれに対応するαの時、昨日の応募者からの受諾者数（aA）が
昨日の労働供給のうちの辞職者数〔（1一α）N。〕と等しくなる。この時、N。とN，が一致する23）。そ
して、より高いWはαの上昇を通してこの企業への労働供給を経時的に増やす（N。〈N，）6反対に、
より低いWはαの低下から労働供給を減少させる（N。＞N，）。
　では、各企業はこうした状況下、賃金をどう決定するのか。それは右上がりの労働供給曲線を持
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図3　企業による賃金と雇用の決定
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つ買手独占下での決定に他ならない（図3）。つまり、最適賃金（WE）と最適雇用水準（AIE）は、
労働の限界費用（mc）と限界収入曲線（M2p）との交点Gに対応する労働供給曲線上のE点で決
定される。
　ここで、以上の分析から得られた単純な探索の世界を、新古典派的世界と比較してみたい。
　探索の世界と新古典派的世界との最大の差違は、摩擦的失業の有無だ。前者は、賃金格差が企業
間に生じるため、求職者をより高額な提示へと情報収集に駆り立てる。しかし、この情報収集過程
つまり探索は時間を必要とするため、求職者は皆、最低1日以上の摩擦的失業状態を通過すること
になる。
　第2の差違は、新古典派的世界を支配する「同一賃金の法則」が探索の世界では成立し得ないこ
とだ。提示賃金分布の広がりに相当するだけの異なった賃金率が、同質の労働者に支払われるので
ある。
　第3に、買手独占の要素が探索の世界には現われる。各企業は少なくとも短期には右上がりの労
働供給曲線に直面するため、所与の賃金で働く意志を示す労働者全てを雇うことは出来ない。
　第4に、探索の世界は動学的調整を生む。ある企業の賃金はその企業の雇用水準でなく、その経
時的増減率を決定する。例えば、より高額な賃金は一度限りの雇用増加ではなく、労働流入率の増
加を企業にもたらすのである。
　最後に、情報収集費用の低減が2つの世界の差を狭めることを指摘する。例えば、求職者が1日
数企業に応募可能となったり、求人広告や職業斡旋が求人情報の収集費用を低めるならば、求職者
は所与の提示賃金分布で最低受諾賃金を高めたり失業時間を短縮したりしよう。一方、各企業は労
働供給の弾力化を認識するため、提示額の低い企業は応募者と受諾者の減少及び辞職者の増加に遭
遇し、その結果、自らの提示額を分布の平均に近づける。従って、提示分布が狭まり、探索の世界
は新古典派的競売世界に接近する。
　それでは、この探索の世界で何らかの変化が生じた場合、各企業並びに求職者はどう対応するの
か。初めに、ある企業のm，pが生産物需要の拡大から上昇したとする。この企業の対応はより高い
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図4　変化に対する企業の対応
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賃金設定（図4、脆一・VVE’）とその結果としての雇用拡大（雄→NE’）である。次に、この企業
のmrpが所与のもと、他企業の賃金引上げがこの企業の労働供給を減らしたとしよう。対応はやは
り容易に求められる。賃金の引上げ（既→u・rE”）とその結果としての雇用削減（NE－・IVE”）が、
この企業の最適な対応となる。
　では、求職者はいかなる対応を示すのか。仮に全ての企業が独立に行動しながらも、生産物需要
の全般的増加に対し賃金を同率、例えば2％だけ引き上げたとしよう。すると、あらゆる求職者は
以前より2％高い提示に出会う。その結果、他に変化がなければ、彼らの職捜しの限界費用（MC）、
限界収益の期待値〔E（MR）〕、そして最低受諾賃金（Wつはいずれも2％だけ上昇する。何故、
こうした事態が起きるのか。理由は、労働者が先の仮定から労働市場での提示賃金分布を常に正確
に把握しているからだ。つまり、求職者は分布が2％右側にシフトした状況を正確かつ即座に知り
得たのである。その結果、就業者の辞職率或るいは求職者の受諾率は勿論、失業も雇用も以前と同
水準に留まる。唯一の変化は賃金の上昇である。
　こうした結果は、予期されたインフレが失業に何ら影響を与えないとのフリードマンやフェルプ
ス（E．S．　Phelps），それに合理的期待論者の見解を彷彿とさせる24｝。しかし、両者は少なくとも次
の2点で大きく異なる。第1は探索の世界では相対賃金が重要であること。つまり、この世界では、
提示賃金を受諾するか否かの選択は名目であれ実質であれ賃金の絶対水準ではなく、分布上の位置、
つまり相対賃金に依存する。第2はフリードマン等の見解が期待と現実の誤差から失業の循環変動
を説明するのに対し、探索理論はこうしたメカニズムを持ち得ないことだ。この非現実性の修正、
つまり探索理論に現実に観察される失業の循環変動を生じさせることこそ、次の課題である。
　2．情報ラグによる修正
　単純な探索モデルの一つの欠点は、それが景気循環に伴う失業の変動を説明出来ないことである。
では、いかなる修正がこの欠点を矯正するのか。
　我々が修正すべきは、労働者が提示賃金の分布を常に正確に把握するとの仮定である。では、い
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かに修正すべきか。それは分布に関する情報の入手にラグを認めれば済む。つまり、時間従って費
用が情報収集に必要となる。実際、この修正は現実をより反映する。ある企業が賃金を引き上げた
時、求職者は提示賃金分布がどれだけシフトしたかを正確かつ即座に知るもののどの企業がそのシ
フトを生み出したかについて何の手掛かりも持てない、といった制約は余りにも現実から遊離して
いた。
　新たに修正された仮定は、求職者は提示賃金分布が改善（改悪）した時でも、そのシフトを即座
に知り得ず、自らの最低受諾賃金W＊を直ちに引き上げ（引き下げ）ない、となる25）。では具体的
　　　　　　　　　　　　　　　　図5　提示賃金分布のシフト
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に見てみよう（図5）。ある求職者が情報ラグのため、生産物需要の増加が労働需要を高めているに
もかかわらず、提示賃金分布の変化に気付かぬまま求職活動を続けている。従って、彼はW＊を依
然40ドルに据えたまま、W＊以上の提示に遭遇する確率πを25％と見倣している。ところが現実の
π値は、分布が右側ヘシフトしたため、以前より高まっている26｝。その結果、彼は予想より早くw＊
以上の提示に巡り合い、それを受諾し、そして失業を終える。こうした対応は勿論この求職者に限
らず、全ての求職者に適用される。失業の減少がここで観察されるのである。
　情報は人々の間を徐々に浸透する。提示賃金分布の広がりを所与とするなら、求職者は自らの
W＊を平均賃金の上昇率と同じだけ上方修正しよう。すると、求職者の認識する分布が再び現実の
分布と一致し、失業は以前の摩擦水準迄上昇する。尚、以上の分析では、物価に関する情報ラグや
「貨幣錯覚」から生ずる誤った認識ではなく、情報ラグの結果生じた提示賃金分布に関する誤った
認識が、失業の変動をもたらした。つまり、修正を加えた探索の世界では、消費者物価を正しく認
識していようといまいとも古くなった情報で提示分布を把握する限り、人々は過剰或るいは過少に
職捜しをするわけだ。
　失業の循環変動は提示賃金分布に対する過度の楽観と過度の悲観によって生ずる。過度に楽観的
な場合とは、例えば現実の分布が認識より左側に位置する時で、景気後退期にしばしば見受けられ
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図6　提示賃金分布のシフト
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る（図6）。この時、求職者がW＊以上の提示に遭遇する確率は低下する。そして、楽観の度合が増
す程もしくは現実の分布が左方へ離れる程、失業期間は長期化し失業も増加する。つまり、失業は
楽観度合の増加関数となる。反対に、過度に悲観的な場合はどうか。これは図5で既に示した通り、
現実の分布が認識より右側に位置する場合で、景気拡大局面にあてはまる。この時、W＊以上の提
示を見出すのは容易となる。そして、悲観度合が増す程もしくは現実の分布が右方へ離れる程、失
業期間が短縮、失業も低下する。失業は悲観度合の減少関数というわけだ。図7は以上の状況をグ
　　　　　　　　　　　　　図7　提示賃金分布の誤った認識と失業の変動
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ラフ化している27》。失業の景気循環変動が情報ラグという現実的修正から可能となったのだ。
　失業が常に存在することを証明する探索理論は、情報ラグという現実的修正を加えることで、更
に現実性を増した。しかし、この修正は現実化への僅かな一歩に過ぎず、一層の修正が必要なこと
は明白だ。では、いかなる修正が必要なのか。それは、探索理論に批判を加えた後、併せて考えて
みる。
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　3．「探索失業理論」の限界
　探索理論は果たして現実の労働市場を十分に説明しうるのか。残念ながら、我々は僅かばかり現
実に近づいたに過ぎない。では、更に修正すべき点は何か。ここでは、特に次の5点に絞って探索
理論への批判を加えたい28）。
　まず第1は失業の循環変動についてだ。本稿では、情報ラグという現実的修正が探索モデルに失
業の循環変動を与えた。しかし情報ラグだけで数年間にも及ぶ高失業或るいは低失業の持続を果た
して説明出来るのか。例えば米国の失業率が25％にも達した1933年に、米国民はそれ程楽観的でい
られたのか。これは明らかに疑わしい。
　第2は、探索理論での失業が自発的失業に限られていることだ。探索理論は全ての失業を労働者
自らの辞職の結果と見倣す。これは明らかに誤りで、非自発的失業を無視している。表1は米国の
1969年と87年の全失業を失業理由別に分類している29）。非自発的失業に相当する「失職」の比率は極
　　　　　　　　　　　表1　理由別失業割合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）
年　次 失　　職 離　　職 再参入 新規参入
1969 35．9 15．4 34．1 14．6
1987 48．0 13．0 26．6 12．4
資料：Government　of　the　United　States，　Economic
　　1～ePort　of　the　President，1989．
めて高い。しかも米国経済は両年ほぼ完全雇用下にあったのだ。
　第3は企業が雇用のために何も支出しないとの仮定だ。更に、求職者の企業訪問は無作為抽出で、
その結果、各企業への応募者のフローは外生的に決められていた。ここでも現実が無視されている。
多くの企業は事実、様々な広告媒体を用いて求人の意志表明をしている。こうした広告に費用が掛
かるのは言う迄もない。また、求職者向け情報紙の発刊が相次いでいることも注目に値する3e）。
　第4は各企業が自ら雇用した労働者と何の利害関係も持ち得ないことだ。これは全ての労働者が
同質と仮定された結果である31）。つまり、ある企業で就業中の労働者は、仮に彼が勤続20年のベテラ
ンであろうと、他企業で働く労働者や求職者と全く同質で、彼らと費用なしで完全に代替されうる
のである。勿論、こうした状況に近い業種も実在しよう。しかし、多くの企業は様々な研修を新規
採用者に施している。更に職務経験も彼らの生産性を高めよう32）。従って、各企業に就業中の労働者
は少なくとも平均的求職者より優れており、各企業は前者と何らかの利害関係を結ぶ、と考えられ
ないか。
　最後は企業の賃金設定についてだ。探索理論での各企業は、全ての労働者が同質という仮定のた
め、例えば学齢期を終えたばかりの新規採用者と勤続20年のべテランに同一賃金を支払っている。
また、この同一企業内同一賃金の結果、求職者の熟慮する賃金は新規採用者としての提示賃金に限
定されている。どちらも現実性を欠いている。では、賃金が経験と共に上昇すると仮定するなら、
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どうなるか。同一企業内同一賃金の原則は壊れ、求職者は初期提示の賃金と共に将来の賃金につい
ても考慮するはずだ。　　　　　　　　　，
　探索失業理論は、失業と求人はいついかなる時にも併存するという労働市場での一つの普遍性に
根拠を与えた33）。しかし、この理論が賃金を伸縮的としかつ非自発的失業を排除する限り、本稿冒頭
の設問には何の回答も見出せない。我々は、以上で指摘した探索理論への批判を組み入れた、新た
なモデルを必要とする。
III　「通行料」モデル
　探索理論の立脚する素地は今日、労働型態の多様化、失業給付等による求職費用の軽減、多様な
媒体を通しての求人情報の拡充、そして男性と比べて時間的視野の短い女性労働力の進出等々から
増々確固となっている34）。しかしこの理論で全ての失業を語ることは不可能だ。同時に、賃金の粘着
性や硬直性、更に企業が生産物需要の低下に対し頻繁に行使する雇用調整についても説明され得な
い。従って、我々は新たな理論の構築を次なる課題とし、以降、この目的に沿って本稿を進める。
　1．新たなモデルへの試み
　既に何度も繰り返したが、失業と求人は常に併存する。では、求人が常に存在するとはいかなる
意味か。求人水準は順景気循環的動きを見せる。しかし、それは経済がたとえ景気の谷にあろうと
ゼロにはならない。その理由は様々だが、以下3つだけ指摘しておく。第1は辞職により空席とな
ったポストの補充から。第2はトービン（J．Tobin）の言う「絶え間ない部門別不均衝〔と〕確率
的（stochastic）マクロ均衡」の存在から35）。第3は、今日、特に先進国で観察される若年労働力人
口の伸びの鈍化による36》。では、こうした状況は何を意味するのか。それは労働者が上記の程度にお
いて、或るいは求人が経済全体で決してゼロにはならないとの程度において、稀少資源であるとい
うことだ。しかも先進国での稀少度は構造的に高まっている。我々はこうした認識のもと、労働者
は稀少資源であるとの仮定で、以下、話を進める37｝。
　初めに求人広告を認めよう。探索理論では、企業は雇用のために何ら支出せず、各企業への応募
者のフローは外生的に決まっていた。しかしこうした仮定は既述の通り非現実的である。しかも労
働者が稀少であるなら尚更だ。
　では、求人広告のある世界で、多くの企業が生産物需要の増加を同時に経験したとする。この時、
幾つかの企業は求人広告に価値を見出そう。すると、求職者はもはや無作為な企業訪問を止め、広
告の中で最高の賃金を提示している企業から訪問を始める。その結果、受諾率の上昇が失業期間の
短縮と失業率の低下をもたらす。反対に多くの企業が生産物需要減に見舞われるなら、求人広告は
減り、求職者の企業訪問は再び無作為抽出に近づく。失業期間の長期化と失業率の上昇がここで観
察される。このように、求人広告という現実的修正は、人々の楽観と悲観に依存することなく、失
業の景気循環変動に新たな説明を与えるのである。
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　次なる試みでは、各企業とそこで就業中の労働者間にある種の利害関係を認める。両者は探索理
論では何の利害も持ち得なかった。しかし、労働者が稀少との仮定は各企業への求職者のフローを
減少させるため、状況は大きく変わる。各企業はいまや自らの労働者により高い価値を認め、彼ら
の辞職率を低める方策を探すであろう38，。
　では、企業は新たな状況下でいかに対応するのか。ある企業が生産物需要の低下に直面しつつも、
この需要低下を一時的と見倣している。この時、探索の世界での企業の対応は、需要の低下が一時
的か否かにかかわらず、利潤極大化のため賃金Wを引き下げ、応募者の受諾率或るいは現行労働者
の定着率αの低下を図ることである。その結果、この企業の雇用水準Nは新たな最適水準迄減少す
る。先の（4）式を応用するなら、この企業は次式のように今期の労働供給N，を賃金の引き下げに
より削減することになる39）。
　　　1＞1＝α1（No十A）〈No　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・…・・…（5）
尚、この企業が需要低下に遭遇しなかった場合の今期の労働供給Nl’は、次式の通りだ。
　　　Nl　t＝αo（No十A）＝ハlo　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　………　（6）
上記2式から、賃金の引下げ（W。＞W，）がWの増加関数であるαを低下させた（α。〉α1）ことが
見てとれる。
　さて、需要が初期水準迄回復したとしよう。すると、この企業はWを再び引き上げ（略く隅）、
αの上昇により（α1＜α2）、NをN，（ニN。）迄戻そうとする。
　　　No＝N，＝α2（N，十A）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・・・…　（7）
しかし、この企業は来た道を単に引返すことは出来ない。何故なら、N。とN，は（6）、（7）式から、
　　　ムら＝α。（N。＋、4）＝α2（N，＋A）＝〈ら
と表わされるが、応募者数一定のもと（A）、（5）式からN。＞N，、従ってα。＜α2とならざるを得な
いからである。このことは、αがWの増加関数である以上、W。＜W，を意味する。つまり、この企
業が初期の雇用水準に戻るには、初期水準を上回る賃金の提示が必要となる。
　企業はいまや一時的不況下での賃金引下げを再考しよう。そして、労働の限界費用が限界収入生
産物を一時的に上回ろうとも、賃金従って雇用水準を維持し続けるかもしれない。こうした対応は
当然、不況期での労働生産性の低下を招く。では、企業は不況下での過剰労働力をどう扱うのか。
生産物の在庫が可能かつその費用が低ければ、企業は賃金を据え置いたまま彼らを在庫の積増しに
振り向ける。一方、生産物の在庫が不可能またはその費用が高くつくなら、賃金率を不変のまま、
労働時間の短縮や一時解雇といった労働者との関係を最低限保持する措置で、企業はこの難局を乗
り切ろう。このように、労働者の稀少性のもと、探索理論は不況下での賃金の非伸縮性と雇用調整
の一端を説明する。
　最後の試みは労働者の時間的視野に向けられる。まず、各企業は労働者の抱く時間的視野hに影
響を及ぼしうると仮定する。後に明らかになるが、この仮定は企業に労働者を引き付けるための一
方策を提供すると共に、雇用機会の提示に対する労働者の決定にライフサイクル的考慮を加える。
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　では、求職者の抱くhが探索にいかなる影響を与えるのか、再び考えてみる。例えば夏休みの仕
事を探している学生は職に対し選択的であろうか。答えは否だ。理由は彼らのhが短いため、仮に
彼らが長期間費して高額の提示を見出そうとしても、そこで獲得する賃金プレミアムは短期間しか
続かないからだ。従って、長期に渡る探索は彼らにとって無益となる。その結果、hの短い彼らは最
低受諾賃金を低めに設定し、賃金の低い仕事に就き易い。つまり、求職者が選択的となる度合は彼
らがどれだけ長く働きたいかに依存する。
　賃金プレミアムの継続性は、求職者が逆に長期の雇用を欲するなら、大きな意味を持つ。例えば
図2の提示分布で、40ドルの賃金捉示は、平均値38ドルを上回る2ドルのプレミアムが極めて長期
間維持されるなら、40ドルを超える他の提示より魅力的となるかもしれない。ところが、企業は先
の探索理論では、労働者のhの形成に何の介入も出来なかった。仮にこの非現実的制約が外される
なら、企業の対応は労働者が稀少との仮定のもと変化を遂げよう。各企業はいまや、賃金プレミア
ムが他企業より長く続くと労働者に期待させることで、彼らのhを高めて受諾率及び定着率を引き
上げる方策を手にした。尚、賃金プレミアムの維持に対する労働者の期待は、それを明示した雇用
契約により形成されるが、たとえ拘束力のない暗黙の意向表明であっても効果的に形成されよう。
　こうした戦略がひとたび選択されるなら、企業は必然的に伸縮性を犠牲にすることになる。何故
なら、企業はいまや受諾率と定着率を高めるために自ら作り出した労働者の期待に応えねばならな
いからだ。つまり、企業は、労働者のhに影響を及ぼす長期的方策の採用により、賃金引下げとい
う労働者の信頼に背きかつ彼らの辞職率を高めかねない行為を採ることに、自ら制約を課すことに
なる。
　新たなモデルへの3つの試みは、労働者が稀少との仮定のもと、賃金の引下げに足枷をはめるに
至った。つまり、賃金は下方に対し粘着的或るいは硬直的となったのだ。更に、人々を騙すといっ
た仮定に依存しない失業の循環変動、不況下での不完全雇用と労働生産性の低下、経験労働者への
優遇措置、一時解雇という非自発的失業の発生、そして暗黙の契約と明示的契約の存在等々といっ
た実際に観察される現象にも、光が当てられた。以上の成果は次の通行料モデルでも共有される。
　2．「通行料」モデル
　先に示した3つの試みは本稿冒頭の設問に回答を与えてくれた。しかし、それは労働者を稀少資
源とした前提に依存していた。では、労働者は現実に稀少であるのか。求人が常に存在する以上、
労働者は経済全体では稀少であるかもしれない。では、個々の企業ではどうか。我々が個々の企業
の対応を検討している以上、この点は極めて重要である。残念ながら、労働者が個々の企業にとっ
て常に稀少だとは言い難い。従って、我々は労働者の稀少性という仮定に頼ることなく先の成果を
再び獲得したい。この任を負うのが通行料モデルである4°）。
　では、通行料モデルとは何か。まず「通行料」（Toll）とは我々が有料道路で支払う料金のことだ。
しかしここでは、各企業が新たな労働者を採用するうえで負担する諸費用を意味する。具体的には、
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企業は新規労働者を雇う際、適格審査のための出費を負う。応募者の素性、経験、適性等から、彼
らの能力を評価するためだ。企業はまた、仮採用者を実際に職場に配置しながら彼らの能力を審査
するという経験主義的手段も採る。更に、労働者の生産業績を向上させるための投資として、OJT
（職場内教育）やOFF・JT（職場外教育）等も施される。次に、通行料モデルの展開に先立って、
2つの仮定を置く。
　1）企業は各新規労働者の採用時にかなりの通行料を支払わねばならない41）。尚、この通行料は、
　　　採用された労働者がいかに長く同一企業内に留まろうと、また一時解雇された後呼び戻され
　　　ようと、再び課されることはない。
　2）先の探索理論と同様、全ての労働者は同質である42，。しかし、応募者と経験労働者はいまや企
　　　業にとって異なる範疇に属している。応募者の採用には新たな通行料が必要だが、経験労働
　　　者を雇い続ける分には必要ないからだ。
　それでは、上記の仮定のもと、企業と労働者の対応を探ってみる。企業は新規採用者に通行料の
転嫁を望むだろう。ある企業は、例えば通行料をその企業への「加入料」として課しながらも経験
労働者と同額の賃金を支払う、と申し出るかもしれない。新規採用者は無条件にこの申し出に応ず
るか。答えは否だ。新規採用者が加入料支払いに応ずるのは、その企業が十分高い賃金で十分長い
雇用期間を保証する場合に限られる。それは彼らに加入料の回収を約束するからだ。しかし、企業
にとってこうした明示的保証は承服出来ない。経営上の伸縮性を奪うからだ。そのため、企業は新
規採用者との間に明示的保証に代わる暗黙の契約、つまり法的には何ら拘束力を持ち得ないが両者
に関係の維持・発展を促す契約を結ぼうとする。具体的には、企業は通行料を初めに負担し、新規
採用者に初期投資を行う一方で、彼らに一定期間の賃金切下げという事実上の通行料の分割払いを
承諾させる。この時、企業は少なくとも初期投資を回収する迄雇い続けるとの意志を新規採用者に
示すことになる。新規採用者の側は、仮に彼らが賃金の切下げを一時的措置と確信するなら、経験
労働者を下回る賃金で仕事を始め、少なくとも満額の賃金を得る迄その企業に留まろうとする。尚、
こうした暗黙の契約は短期視野の労働者を排除する傾向を持つ。何故なら、企業は彼らから通行料
の完全なる回収を期待出来ず、彼らもまた満額の賃金を受け取らぬまま辞職するからである。
　では、企業はこの通行料モデルでいかに賃金を決定するのか。まず新規採用者には、限界収入生
産物mηpを下回る賃金が支払われる。その後彼らの賃金は引き上げられるが、依然mrpに満たな
い。一方、経験労働者が他企業で再び新人として働く際の機会費用は低く抑えられる。何故なら、
この企業は通行料を支払わねばならないからだ。企業は新規並び経験労働者にmrpより低い賃金を
支払う限り、初期に負担した通行料から粗収益を得る。仮に労働者の雇用期間がyで、賃金Wを上
回るm，p累積額の現在価値が1人当りの通行料Tを上回るなら、
自［魁　（1＋r）i］・T
……… i8）
r：割引率
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企業は労働者のy期間の雇用から純収益を獲得する。そして雇用期間が長期である程、純収益は高
まる。尚、経験労働者の賃金WXはM2pより低く、かつ他企業で再び新人として働く際の機会賃金
OWを超えていなければならない。すなわち
　　　0レレ「〈Wx＜mη）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・…　。・（9）
である。
　次に、労働者の辞職率が賃金に及ぼす影響を考える。まず、探索の世界での企業は、労働供給曲
線が右上がりなため、労働者1人1年当りの限界費用mcを同じ条件のm21）と等しくさせる年間賃
金を設定する。
　　　mc－mrp－w（　　　11十　　　es）
　　　　　es：賃金に対する労働供給の弾力性
また、esが正の有限値を持つため、（10）式は次のようにも表わされる。
　　　mc＝祝ゆ＞w
つまり、この世界でもWはmrpより低く抑えられる。
……… i10）
……… i11）
　では、通行料の導入が上記の説明をどう変えるのか。まず、ある企業が新規採用者1人当りにT
に相当する通行料を支払う一方、年率qで辞職を経験している、と仮定する。この時、qTは労働者
1人当りに課せられる回収不能の年間通行料費用の平均となり、qが所与のもと、　Wをやはりmrp
より低くする。
　　　mc－mrp－W（　　　11十　　　es）＋qT　　　　　　　　　・…・・…（12）
しかし、qは現実にはWの減少関数であるため、この企業はより高いWでより多くの労働者を定
着させ、qを低下させようとする。その結果はqTの節約につながる。この便益は明らかに、企業が
幾らかでも多くの賃金を支払うための誘因を与える。eqがqのWに関する弾力性〔（dq／q）／
（dW／W）〕であるなら、新たな最適条件は
　　　mc－mrp－W（・＋±）＋qT（1＋÷）　　　　　・…・・…（13）
となる。そしてeqが負であるため、新しい項はWを（12）式より押し上げる。つまり、企業は賃
金の引上げにより労働者の定着を促し、その結果、通行料負担を軽減する。　　　　　　　　　．
　以上の状況のもと、企業の雇用政策は次の2点を念頭に決定されねばならない。
　1）短期的視野の労働者を採用しない。
　2）労働者をなるべく長期間雇用し続ける。
この2点に沿った雇用政策は企業に労働費用一賃金と通行料の合計一の節約を約束する。そし
て、その実行に際し、企業は少なくとも二重の賃金率、つまり新規採用者と経験労働者に対する異
なった賃金率を設定する42）。
　それでは次に、労働者の側が企業の設定する二重賃金にどう対応するのか、考えてみる。まず、
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新規採用者と経験労働者の賃金を、順にWnとWxと定義する。同時に、新規採用者は採用後1年
で経験労働者に昇進するものとする。二重賃金の提示に遭遇した求職者は、探索の世界より複雑な
判断を強いられる。
　ここで、y年間の雇用を欲するある求職者に、ある企業が二重賃金の提示（Wn，　WX）を与えた
とする。つまり、彼はそれを受諾することで、1年目にWn、残り（y－1）年間にそれぞれWxの
賃金収入を期待出来る。しかし、Wxが2年目以降の（y－1）年間完全に支払われる、と彼は確信す
るだろうか。その支払いは明示的には何ら保証されておらず、暗黙の契約で示唆されたに過ぎない
のだ。危険回避的求職者であるなら当然不安を覚えよう。特に（y－1）という期間が長ければ尚更
だ。また一時解雇や企業倒産といった事態に将来見舞われるかもしれない。従って、y年の雇用を欲
するこの求職者はWnとWXを次のように加重するであろう。
　　　レレうn十θ（y－1）Wx，　0＜θ＜1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・・…　。（14）
勿論、（14）式は本来、現在価値で表わされるべきだが、ここでは単純化されている。一般に、θは
求職者の各企業への信頼に依存する。例えば、賃金の大幅引下げを断行した企業が提示する暗黙の
契約に、求職者は全幅の信頼を置くことはない。この不信はθを低下させ、こうした企業の提示へ
の受諾率に悪影響を及ぼす。つまり、企業が二重賃金から十分な便益を欲するなら、信頼を自ら高
める方策が必要になる。その結果、少なくとも一時的不況下で、賃金の引下げは必ずしも得策とは
ならない。
　通行料導入後の世界での労働者の行動は、先の企業側の雇用政策との対比で、次の2つの特徴を
具備する。
　1）短期視野の労働者は二重賃金制を採る企業を避ける43）。
　2）長期視野の労働者は同一企業になるべく長期間留まる。
従って、二重賃金制を採る企業では、辞職率が低下する。
　ここで、今迄分析してきた通行料モデルを簡単に要約しよう。通行料の存在する世界では、企業
はその支払いを通して新規採用者に投資する。そして、その回収のため、労働者を長期間定着させ
ようと努める。一方、新人の間低い賃金に甘んじる労働者側も企業が初めに負担した通行料を分割
払いしていることになる。つまり、彼らもまた自らの仕事に投資しているのである。そして、彼ら
は、新人期間終了後に他企業での機会賃金を上回るプレミアム賃金を支払われる経験労働者として、
自らの投資から利益を得る。その利益は勿論、雇用期間が長い程拡大する。つまり、企業と労働者
双方が事実上投資を行ない、その回収を欲する結果、双方はある種の互恵的関係を暗黙の形で締結
し、その関係を長期に渡り維持、発展させるよう努力を傾けることになる。
　3．「通行料」モデルの含意
　それでは、生産物需要が何らかの理由で低下した時、企業はいかに対応するのか。そして、その
対応は探索理論の場合と異なるのか。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－325一
　探索理論での企業の対応は既述の通り賃金の引下げであった。その結果、求職者の受諾率の低下
と雇用者の辞職率の上昇から、雇用水準が経時的に低下した。こうした対応は勿論、利潤極大化の
観点から、企業の望むものであった。
　ところが、企業が通行料導人後の世界で賃金の引下げを敢行したら、どうなるのか。特に重要な
のは経験労働者に対する賃金WXの切下げである。何故なら、ある期待賃金経路を暗黙の契約を頼
りに抱いてきた経験労働者にとって、賃金がその期待経路を下回ることは辞職を決意させる程大き
な期待外れを生む可能性があるからだ。経験労働者の辞職が増えるなら、企業は需要回復時に通行
料支払いの増大に直面する。従って、企業はWxを引き下げる前に、予想される辞職の増加や信頼
の低下が将来の通行料負担をどれだけ増すのか、或るいは雇用への投資をどれだけ蝕むのか、熟慮
せねばならない。需要低下が特に一企業独自のものならば殊更だが、それが経済全般に及ぶ場合で
も、仮に企業が需要回復迄の間に労働者の期待を裏切っているなら、辞職の増加は避けられまい。
従って、企業は少なくとも一時的需要低下に対し、Wxの切下げを抑制しよう。賃金の非伸縮性がこ
こで登場する。
　企業はまた、生産物需要の低下が労働の限界収入生産物を一時的にWxより低くしようとも、労
働者の解雇を回避する。そして、Wxという賃金率を維持したまま、彼らを在庫の積増しや補修作業
に振り向けたり、或るいは労働時間の短縮や一時解雇といった措置で不況に対処する。暫くして需
要が回復すると、労働時間は元の水準に戻され、一時解雇者も呼び戻される。つまり、企業による
こうした選択は、労働生産性が不況下で低下する一因となるが、経験労働者との関係の維持従って
通行料の長期的節約を可能にする。
　続いて、新規採用者に対する一時的不況下での企業の対応はどうか。新規採用者への賃金Wnの
引下げは応募者の受諾率を低下させても、暗黙の契約に対する違反といった問題は生じない。しか
し、企業はWnの引下げをも一時的不況下で抑制する。何故なら、より低いWnでの採用者であろ
うと、需要が彼らの新人期間中に回復するなら、企業はWnを上昇させねばならないし、また彼ら
が経験労働者に昇進するなら、企業はやはり他の経験労働者と等しい賃金を支払わねばならないか
らだ。従って、企業はWn水準を維持したままで新規採用を手控える。それは、経験労働者を一時
解雇しながら新規採用を続けるという行為が、企業と経験労働者間の信頼関係を著しく損ねるから
である。更に、不況下での通行料負担の増加は賢明な策とは言い難い。つまり、賃金の下方への非
伸縮性がここでも現われる。
　通行料モデルは更に、失業の景気循環変動にも新たな解釈を与える。既述の通り、多くの企業は
景気後退期や不況期に新規採用を手控える。つまり、事実上ゼロに等しい提示が増えるわけだ。図
2の提示賃金分布はその結果広がり、失業が長期化、そして失業が増える。景気が回復すると、企
業は労働時間を戻し一時解雇者を呼び戻す。更に新規採用も開始される。その時、ゼロ提示の減少
が提示分布を狭め、求職費用の低下から、失業が減る。つまり、失業の循環変動がここでも観察さ
れるのだ。
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　通行料モデルは、労働者が自らの仕事に投資し、また企業が自らの労働者に投資をすることに、
十分な根拠を与えた。このように相互に行なわれる投資は、賃金率の維持並びに労働時間の短縮や
一時解雇といった雇用調整を、生産物需要の下落に対する合理的な選択として説明する。こうした
慣行は次に、失業の景気循環変動が何故生じるのか説明する。景気後退期や不況期での一時解雇の
増加と景気回復期での一時解雇者の呼び戻しが失業の変動に寄与することは、言う迄もない。また、
企業による新規採用方針の変化が、求職費用の変化を通して、失業の循環変動の振幅を更に大きく
する。失業の循環変動は、もはや情報ラグ、期待と現実の誤差、或るいは労働者の稀少性との仮定
には依存せずに、双方独占下での合理的な基礎に立脚している。
　同時に、通行料モデルは現実の労働市場で観察される様々な現象を説明してくれる。こうした現
象を以下に列記するなら、一時解雇や労働時間の短縮といった雇用調整とその循環変動、新規採用
への企業の対応とその循環変動、就業者の不完全雇用の存在とその結果としての労働生産性の順景
気循環変動、求職費用の変動とそれに伴う辞職の順景気循環変動、失業の反景気循環変動、そして
一般的に、景気の下降期において、賃金変動よりも雇用変化が支配的役割を果たしていること等々
にも及ぶ。このように、通行料モデルは本稿冒頭の設問に、一つのそして新たな回答を与えてくれ
たのである。
結　語
　本稿での中心課題は、賃金ひいては物価が景気後退局面で何故迅速に低下しないのか、更に、企
業の同局面での対応が賃金を始めとする価格調整より雇用や産出といった実質面で支配的であるの
は何故か、といった疑問に一つの回答を与えることであった。そして、その任務は通行料モデルに
よって果たされた。この新しいモデルでは、企業と労働者はもはや敵対的ではなく、ある同一の利
害を共有する。企業は自ら採用した労働者がより長期間労働サービスを提供することを期待する一
方、労働者も企業が長期間雇い続けることを期待する。理由は、長期間の雇用こそ通行料という投
資を双方が回収する唯一の手だてだからである。その結果、企業は景気下降局面でも、両者の関係
を損いかねない賃金率の切下げを抑制する一方、生産物需要の低下に対する調整を実質面に委ねる。
しかも、企業の選択する雇用調整とは労働者との関係を可能な限り維持する方向で実施される。労
働時間の短縮や一時解雇等がこれに当る。更に、企業が景気下降局面で新規採用を手控えることも
雇用調整をより極立たせる。尚、賃金の非伸縮性は、賃金をマークアップにより価格と結び付ける
ことで、一般物価にも拡張されることを想起して欲しい。以上が本稿冒頭の設問に対する一つの回
答である。
　故オーカンは労働市場を「日雇的労働市場」（Casual　Labor　Market）と「職業的労働市場」（Career
Labor　Market）とに区分した44）。そして、前者には探索失業理論、後者には通行料モデルを当てて
いる。しかし、両者の区別は現実には離散的というより連続的であるはずだ。従って、通行料費用
の大きさに依存して、通行料費用ゼロの完全なる日雇的市場から莫大な通行料を要求する職業的度
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合の極めて高い市場迄、無数の異質な市場が存在することになる。
　昨年の本大学院紀要の最後で、私は、現実の労働市場をより多面的に把握する必要上、探索失業
理論と従来の失業或るいは雇用理論の併用を、より現実的な理論が誕生する迄の過渡的措置として、
提唱した45）。通行料モデルがこの「より現実的な理論」になりうるか否か、この判断を下すには未だ
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